
款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 のびのび福知っ子就学前発達支援事業（発達障害者支援体制整備事業）

事業担当 所属 福祉保健部　子ども政策室 所属長 山本　美幸

事業コード420369 03 民生費 02 児童福祉費 01 児童福祉総務費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 134

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成２０年度終了予定年度 令和２年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

発達に課題を持つ子ども達が自己肯定感を持って学校生活を送るために、関係機関（福祉・保健・教育・医療）が保護者と連携して、就学までの時
期に子ども達の成長発達を支援する。

福知山市子ども・子育て支援事業計画、第１期福知山市障害児福祉計画

根拠法令等 発達障害者支援法

事業区分

R２現在の状況

報酬・賃金 9,200臨時職員賃金・報酬等

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

〇　４歳児クラス健診
　・　問診、園医診察、集団行動観察、カンファレンス、結果判定、面接相談、未入園児健診
〇　就学前サポート
　・　発達相談、子ども相談、うきうき教室、園巡回
〇　就学前スクリーニング
　・　個別検査、行動観察、カンファレンス、結果判定、未入園児スクリーニング
〇　発達研修会

対象者 就学前の４歳・５歳児 対象者数 1,480 単位あたりコスト 31.3

報償費・旅費 108研修旅費等

需用費・役務費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

803材料費、通信運搬費他

備品購入費 95設備備品

負担金補助及び交付金 1,334研修参加負担金等

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

15,410 15,059 14,959

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 1,931 15,010 14,659

前年度繰越 0 0 0 0

次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 15,644 15,410 15,059 14,959

②　補正予算

0

0

②　配当予算 15,475 15,410 0

14,447

②　国支出金 0 400 400 400

112

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 237 0 112

小計（①～③） 15,644

0

④　執行率 76.8% 74.9%

0

⑤　その他特財 13,476 0 0 0

①　流充用額 △ 169 0 0

③　執行額 11,886 11,539 0

34,775 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

51,431 46,314 34,775

0.00 / 0.95 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

4.89/0.17 4.05 / 0.95

②　概算人件費 39,545 34,775

399 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業費補助金 種類 民生費府補助金 実績金額 199

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

うきうき教室定員に対する利用割合 ％ 115.4 133 94

1441 1441人 1388/1415 1413/1444

/ / /

1410 / 1441

発達相談利用者 人 73/77 46/48 23 /

単位あたりコスト 13.30 8.40 8.18

４歳児クラス健診・就学前スクリーニング受診者
活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

単位あたりコスト 13.30 258.40 501.71

29

R2 最終目標

/

1 9 のびのび福知っ子就学前発達支援事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・就学前児童の発達課題を早期発見・早期支援することにより、スムーズな就学支援とつな
げることから必要性は高い。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　就学までの子どもたちについて、発達課題の早期発見のため保育園、幼稚園と連携し、適切な支援を早期に実
施できており、現状のとおり実施

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

・　常に、コスト削減や効率化を意識し工夫に努めているが比較は難しい。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・市内の４・５歳児のほぼ全員が健診を受けられる体制が確立されている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

・　就学前の４歳、５歳児の発達課題の早期発見につながり早期に適切な支援を受ける児童が増えている。

・　発達課題を有する子どもを持つ保護者などへの相談やサポートは、子ども政策室の保健師とも連携している。

これまでの課題及び
今後の方向性

・　就学前の４歳時において４歳児クラス健診、５歳時期には、ことばの教室の教員と連携しスクリーニングを実施して、児の発達確認をしている。
　園からのニーズにより、園巡回を実施し、環境設定など集団の中での手立てを一緒に考える支援を今年からはじめた。小さい年齢からのニーズに
　合わせた園への巡回を開始し、低年齢からのサポートを充実させる。

・　就学後の児童の状況や育ちを確認し、現在の取り組みに反映する必要がある。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

2



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 くりのみ園運営事業

事業担当 所属 福祉保健部　子ども政策室 所属長 山本　美幸

事業コード430320 03 民生費 02 児童福祉費 03 児童福祉施設費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 142

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成元年度 終了予定年度 令和２年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

発達やことばの育ちに課題のある子どもとその家庭のために、早期から療育を行うことで日常生活における基本的な動作を習得し、集団生活に適
応できる力をつけるよう支援する。　　　　　　
また、親子通園により、子ども一人ひとりの発達を支え、家庭での豊かな子育てが出来るよう支援する。

福知山市子ども・子育て支援事業計画、第１期福知山市障害児福祉計画

根拠法令等 児童福祉法

事業区分

R２現在の状況

報酬・賃金 11,178臨時職員賃金、運営委員報酬等

委託先・実施主体等 株式会社旭開発、アムスセキュリティサービス株式会社、株式会社プランニング開　他

事業概要
（箇条書き）

〇　療育
〇　学童期支援教室
〇　相談支援事業

対象者 療育が必要である就学前の子どもと就学後6年生までの児童とその保護者 対象者数 66 単位あたりコスト 1,086.1

報償費・旅費 230講師謝礼等

需用費・役務費・委託料

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

3,155研修旅費、材料費、通信運搬費等

使用料及び賃借料・備品購入費 297電子複写機使用料他

負担金補助及び交付金・公課費 84研修会参加負担金等

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

17,688 17,093 19,346

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 0 0 403

前年度繰越 0 0 0 0

次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 18,289 17,688 17,093 19,346

②　補正予算

0

0

②　配当予算 18,490 17,731 0

721

②　国支出金 0 0 15,967 17,300

199

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 18,289

0

④　執行率 87.8% 84.3%

0

⑤　その他特財 18,289 17,688 723 2,056

①　流充用額 201 43 0

③　執行額 16,236 14,944 0

56,740

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

79,436 71,684 56,740

0.00 / 0.20 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

7.9/0 7.03 / 0.20

②　概算人件費 63,200 56,740

14,988 決算付属資料 8 頁

特財名称 くりのみ園利用者負担金 種類 民生費負担金 実績金額 752

特財名称 居宅生活支援費 種類 民生費負担金 実績金額

決算付属資料 8 頁

特財名称 障害児相談支援給付費 種類 民生費負担金 実績金額 1,628 決算付属資料 8 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

くりのみ園通園率 ％ 88.4 86.4 87.9 /

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

単位あたりコスト 7.20 8.20 7.74

2196 /くりのみ園通園回数 回 2138/2419 1987/2276 1931 /

// / /

単位あたりコスト

3 34 くりのみ園運営事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○ ・　早期から子育て不安を抱える保護者は年々増えている。子ども政策室とのつながりをも
ち、安心できる親子療育を提供する公立の発達支援事業所として必要性は高い。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・　早期療育により、豊かな成長を支え、学童期へとつなげられている。
・　学童期の支援により、各学校やことばの教室との連携が図れるようになっている。
・　発達支援に必要な専門スタッフにお世話になり、保護者への子ども理解を促し、安心感を
提供できている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

効　率　性

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○ ・　常に、コスト削減や効率化を意識し工夫に努めている。
・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

事中事業評価

事後事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

親子通園の実施など、家庭を含めての支援を行うことができており、現状のとおり実施

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

・　親子通園により、子どもたち一人ひとりの発達を支え家庭で豊かな子育てができるよう支援できた。また、小集団での様子を見てもらい、支援方
法を共有することができた。
・くりのみ園児と福知山高校書道部の児童との交流や遊び歌コンサートを計画実施でき、保護者と子どもが安心して文化に出会う機会となった。
・　保護者同士がそれぞれの悩みを交流したり、情報交換の場となったりして、生活に広がりやゆとりがもてるように変わられている。
・　学童期については、学校以外での居場所となり、同年齢の児童が学校の枠を超えたつながりがもてる。学校では、友だち作りが難しく自尊感情が
もちにくい児童が自分を認めてもらい社会性を育てることができている。

上記のことより目的を達成できている。

これまでの課題及び
今後の方向性

・　本人の発達に合わせた小集団での丁寧な療育を提供するために、職員の質の向上。
・　相談支援事業所として、相談専門員の確保。
・　親子で様々な体験が安心してできるように、地域にある資源を活かすことができるようにする。

̀ ͔

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

4



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 福祉医療費（障害）給付事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420311 03 民生費 01 社会福祉費 01 社会福祉総務費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 110

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

昭和50年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害のある人は、その特性から、疾病や事故率が高いため、安心して必要とする医療を受けることができるよう助成を行うことにより、障害のある人
の健康の保持、重度化の防止、とりわけ、経済的負担の軽減を図ることを目的とする

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 福祉医療給付事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

報償費 35検討会議委員報酬

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

医療機関における自己負担分の助成を行う。
さらに、福知山市独自制度として、対象者の範囲を拡大し、「本人が市民税非課税」に限定した上で助成。
●対象者
　府制度・・・身体障害者手帳1級・2級所持者、療育手帳Ａ判定所持者
　市制度・・・身体障害者手帳3級・4級所持者、療育手帳Ｂ判定所持者、精神障害者保健福祉手帳　1～3級所持者（精神疾患での入院は除く）

対象者 障害者手帳所持者 対象者数 4,808 単位あたりコスト 44.7

需用費 94受給者証印刷、封筒印刷

役務費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

2,312事務取扱手数料

扶助費 209,970保険適用の医療にかかった費用

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

213,443 211,268 212,528

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 155,575 158,001 154,725

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 209,938 213,443 211,268 212,528

②　補正予算

0

0

②　配当予算 211,478 213,442 0

155,160

②　国支出金 0 0 0 0

57,368

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 54,363 55,442 56,543

小計（①～③） 209,938

0

④　執行率 99.9% 99.5%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 1,540 △ 1 0

③　執行額 211,328 212,412 0

2,500 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

213,728 214,912 2,500

0.25 / 0.20 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.3/0 0.25 / 0.20

②　概算人件費 2,400 2,500

56,424 決算付属資料 24 頁

特財名称 障害者福祉サービス等利用支援事業費 種類 民生費府補助金 実績金額 468

特財名称 福祉医療助成事業（障） 種類 民生費府補助金 実績金額

決算付属資料 26 頁

特財名称 福祉医療費（障害）返還金 種類 雑入 実績金額 75 決算付属資料 46 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

/ /

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

受給者数 人 1690 1694 1710 / 2000 / 2000 2000

単位あたりコスト 125.20 124.80 124.22

// / /

単位あたりコスト

5 89 福祉医療費（障害）給付事業



☑ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・市制度分（身体3、4級、療育B、精神1、2、3級）については、保険年金課の「重度心身障害老人健康管理事業」と
併せて、令和元年度に医療費分析を実施した（国保加入者分、保険年金課予算）。医療費分析の結果に基づき、
障害のある人の疾病の重症化予防について評価及び考察を行い、制度のあり方について検討している。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

市制度については、医療費分析の結果をもとに、本事業の目的の一つである障害のある人
の疾病の重度化予防に有効であるかの視点で今後も検討していく必要がある。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害のある人の健康の保持、重度化の防止、とりわけ、経済的負担の軽減を図ることを目
的とする必要性の高い事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

障害のある人の健康の保持、重度化の防止、経済的負担の軽減により、安心して医療を受
けることができるが、過剰診療につながる恐れもある。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

障害のある人の健康の保持、重度化の防止、経済的負担の軽減として必要な事業である（定性的評価）。

これまでの課題及び
今後の方向性

令和元年度に実施した医療費分析の結果や、検討会議での意見をもとに、今後の事業のあり方を検討していく必要がある。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

6



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 特別障害者手当等事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420312 03 民生費 01 社会福祉費 01 社会福祉総務費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 110

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

昭和39年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

在宅の重度障害のある人に対して手当を支給することにより、経済的負担の軽減を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

事業区分

R２現在の状況

扶助費 27,377特別障害者手当、障害児福祉手当

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

著しい重度障害のため、日常生活において常時特別な介護を必要とする人に国の制度に基づき手当を支給する。
・特別障害者手当（２０歳以上）　月額２７，２００円
・障害児福祉手当（２０歳未満）　月額１４，７９０円

対象者 特別障害者手当及び障害児福祉手当受給者 対象者数 140 単位あたりコスト 202.4

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

28,351 28,269 28,760

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 7,140 7,088 7,068

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 28,559 28,351 28,269 28,760

②　補正予算

0

0

②　配当予算 27,586 28,351 0

7,190

②　国支出金 21,419 21,263 21,201 21,570

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 28,559

0

④　執行率 100.0% 96.6%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 △ 974 0 0

③　執行額 27,586 27,377 0

960 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

28,066 28,337 960

0.12 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.06/0 0.12 / 0.00

②　概算人件費 480 960

20,545 決算付属資料 16 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 特別障害者手当給付 種類 民生費国庫負担金 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

/ /

/ /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

給付者数（実人数） 人 137/140 133/140 130 / 140 / 140 140

単位あたりコスト 207.69 207.40 210.59

// / /

単位あたりコスト

7 90 特別障害者手当等事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・国の基準により、対象者及び給付額が定められているものであり、在宅の重度障害のある人に対して直接的な経
済的支援をすることにより、経済的な負担の軽減を図るものとして有効であるため、今後も国制度に基づき適正な
事務を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

国の制度であり、市の介入する余地はない。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

手当を支給することにより、対象者の福祉の向上を図ることができる。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

重度障害のある人に対して経済的援助として有効である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

国の制度で対象者や給付額が定められているため、市が介入する余地はないが、重度障害のある人に対する直接的な経済支援として有効であ
る。今後も国の制度に基づき適正な事務を行う。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

・対象者の決定は、申請と医師の診断書等により決定するものであり、対象者全数の把握は困難である。
・今後も国の制度に基づき、適正に事務を行う。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

8



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害者自立支援医療特別対策事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420304 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 120

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成20年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

身体に障害がある人の医療費負担を軽減することで、障害のある人の福祉の増進を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画

根拠法令等 福知山市障害者自立支援医療特別対策費事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

扶助費 898医療費の助成額

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

呼吸器、ぼうこう又は直腸の機能障害で、身体障害者手帳３級を所持する人が、保険による医療を受けた場合、その自己負担分の一部を助成す
る。

対象者 呼吸器、ぼうこう、直腸機能障害の身体障害者手帳３級所持者 対象者数 45 単位あたりコスト 22.8

役務費 5 事務取扱手数料

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

954 851 851

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 453 481 430

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 895 954 851 851

②　補正予算

0

0

②　配当予算 895 952 0

430

②　国支出金 0 0 0 0

421

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 442 473 421

小計（①～③） 895

0

④　執行率 94.7% 94.9%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 △ 2 0

③　執行額 847 903 0

125 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

1,257 1,028 125

0.00 / 0.05 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.02/0.1 0.00 / 0.05

②　概算人件費 410 125

425 決算付属資料 26 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 障害者自立支援医療特別対策事業 種類 民生費府補助金 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

/ /

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

受給者証交付人数 人 17/38 12/38 16 / 38 / 38 15

単位あたりコスト 53.12 70.60 56.44

// / /

単位あたりコスト

9 92 障害者自立支援医療特別対策事業



□ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・所得制限により福知山市の福祉医療制度の対象とならなかった身体障害者手帳3級所持者については、本制度
は本人の経済的負担の軽減につながっている。今後も府制度に則り、適正に事務を行う(定性的評価)。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

所得制限により福知山市の福祉医療制度の対象とならなかった身体障害者手帳3級所持者
については、本制度は本人の経済的負担の軽減につながっている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

更生医療の対象とならない医療費の負担を軽減するとともに、疾病の早期発見、早期治療
により健康的な生活を送ることにつながった。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

申請のあった人の受給者管理は確実に行っている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

所得制限により福知山市の福祉医療制度の対象とならなかった身体障害者手帳3級所持者については、本制度は本人の経済的負担の軽減につな
がっている。今後も府制度に則り、適正に事務を行う(定性的評価)。

これまでの課題及び
今後の方向性

制度の対象者数は少なく、利用者数も大きな変動はない。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

10



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 自立支援医療費負担金

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420305 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 120

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

精神通院受給者の医療費を支援することにより、通院しやすくするとともに、精神通院医療受給者の経済的負担軽減を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 京都府障害者福祉サービス等利用支援事業費補助金交付要綱

事業区分

R２現在の状況

負担金 1,493精神通院医療費の軽減に伴う、京都府への負担経費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

精神通院受給者と育成医療受給者の利用者負担上限月額について、国の制度と京都府の制度についての差額を京都府と市で1/2ずつ負担し、受
給者の医療費の支払を1/2に軽減する。

対象者 精神通院受給者 対象者数 834 単位あたりコスト 1.9

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

2,055 1,835 1,835

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 1,882 2,055 1,835

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 1,882 2,055 1,835 1,835

②　補正予算

0

0

②　配当予算 1,882 2,055 0

1,835

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 1,882

0

④　執行率 93.9% 72.7%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 0 0

③　執行額 1,767 1,493 0

80 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

1,927 1,573 80

0.01 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.02/0 0.01 / 0.00

②　概算人件費 160 80

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

制度利用者数 人 262/262 250/250 293 / 250 / 250 250

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

制度利用件数 件 2927/2927 2796/2900 2416 / 2900 / 2900 2900

単位あたりコスト 0.64 0.60 0.62

// / /

単位あたりコスト

11 93 自立支援医療費負担金



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・自立支援医療の対象となる人の医療費の自己負担分を軽減する京都府の事業である。
・今後についても、府制度の趣旨目的に則り適正に事務を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

京都府障害者福祉サービス等利用支援事業費補助金交付要綱に基づくものである。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

医療費の負担を軽減するとともに、疾病の早期発見、早期治療により健康的な生活を送るこ
とにつながった。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

対象者・医療費が限定されているため、成果指標等の把握が難しい

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

・制度対象者が限定されているため、評価が難しい。
・今後も府制度に則り、適正に事務を行う。

これまでの課題及び
今後の方向性

・今後も京都府と協調して実施する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

12



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 ☑ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域自立支援協議会運営事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420306 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業 高次脳機能障害等啓発事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 120・122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

地域における障害のある人への支援体制に関する情報を共有し、関係機関の連携の緊密化を図るとともに、障害福祉サービス及び地域生活支援
事業の提供体制を確保するための福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画策定に関する協議や計画の進捗状況把
握及び評価を行う。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 福知山市地域自立支援協議会設置要綱

事業区分

R２現在の状況

報酬 88自立支援協議会委員報酬

委託先・実施主体等 京都ユニオンサービス株式会社

事業概要
（箇条書き）

地域自立支援協議会を開催し、計画の進捗状況の確認及び評価を行った。
課題別に部会を設置し、課題解決に向けた取組を行った。
・啓発部会（障害についての理解啓発講演会開催【12月15日】）
・就労部会
・防災支援部会
・相談支援事業所連絡会
・障害者団体啓発用パンフレットの改定を行った。
地域生活支援拠点等に関する視察研修【1月30日】

対象者 市民 対象者数 77,122 単位あたりコスト 0.0

報償費 125啓発講演会講師謝礼、手話通訳等謝礼

需用費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

14講演会の要約筆記に係る消耗品、視察研修に係る燃料費

委託料 12視察研修に係る福祉バス運行業務

使用料及び賃借料 23高速道路通行料、講演会広報看板

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

557 556 526

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 490 466

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 0 557 556 526

②　補正予算

0

0

②　配当予算 0 557 0

436

②　国支出金 45 60 60

30

④　地方債 0 0 0

③　府支出金 22 30

小計（①～③） 0

0

④　執行率 47.0%

0

⑤　その他特財 0 0 0

①　流充用額 0 0 0

③　執行額 0 262 0

2,080 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

0 2,342 2,080

0.26 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.26 / 0.00

②　概算人件費 2,080

43 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 21

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

理解啓発講演会等参加者 人 110 / 250 / 250 300

/ /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

協議会開催回数 回 1 / 2 / 2 2

単位あたりコスト 261.90

/回 15 / 15 18 18

単位あたりコスト 17.46

部会等開催回数

13 94 地域自立支援協議会運営事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・障害者計画、障害福祉計画及び障害児福祉計画の策定及びその実行の評価を行い、関係機関との連携のもと
本市の課題解決に向けた取組を推進していく。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

啓発講演会の開催については、福知山市社会福祉協議会と共催し、経費削減を図った。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

市民意識調査、事業所アンケート及び障害者団体ヒアリングを実施し、ニーズや課題等を把
握したうえで策定した福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画
の重点事項を中心に取組を進めている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

重点課題に対して取り組めているものが十分ではなく、取組の手法について検討が必要な
ものもある。
自立支援協議会については、取組や実績の報告が中心となり、議論や協議を十分行えてい
ると言えない。・活動実績は見込みに沿い、かつ

投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

本市の障害福祉施策を推進するうえで非常に重要な計画とその実績の評価を実施しており、必要不可欠なものである。令和元年度は年度当初に
各部での取組について協議をおこない、取組を進めてきた。当初の予定通りに進めることができなかった部会もあるが、課題解決に向けて取り組ん
だ。啓発部会においては、新たに市庁舎１階ロビーにおける啓発コーナーの設置も行った。

これまでの課題及び
今後の方向性

自立支援協議会については、取組や実績の報告が中心となり、議論や協議を十分行う場となっておらず、また、部会が十分に機能していないものも
ある。令和元年度に実施した視察先での自立支援協議会の取組状況を参考にしながら、課題解決に向けた取組方法についても検討しながら進め
ていく。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

14



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 ☑ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害児在宅サービス利用料特別軽減事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420308 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成20年度終了予定年度 令和元年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

在宅サービスを利用する障害のある児童の保護者の経済的負担を軽減し、もって障害のある児童の自立と福祉の増進を図ることを目的とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 福知山市障害児在宅サービス利用料特別軽減事業助成金交付要綱

事業区分

R２現在の状況

扶助費 272障害児在宅サービス利用料軽減に要した経費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、行動援護、居宅介護、短期入所サービス等の利用に要した費用の額の1/3を軽減す
る。
平成31年2月、3月利用分のみ支給対象。

対象者 障害児在宅サービス利用者の保護者 対象者数 176 単位あたりコスト 3.8

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

354 0 0

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 2,122 354 0

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 2,122 354 0 0

②　補正予算

0

0

②　配当予算 2,122 354 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 2,122

0

④　執行率 86.9% 76.9%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 0 0

③　執行額 1,844 272 0

0 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

3,444 672 0

0.00 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.2/0 0.05 / 0.00

②　概算人件費 1,600 400

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

/ / / /

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

利用件数 件 1435/1350 1564/1350 244 / 1350 / 1350

単位あたりコスト 1.73 1.20 1.12

// / /

単位あたりコスト

15 95 障害児在宅サービス利用料特別軽減事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☑ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・平成30年度をもって要綱廃止した。
・平成31年2月～3月の利用分を翌年度に支出するため、令和元年度に2か月分のみ支給し事業廃止した。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

多子軽減制度が拡大されるなどすでに利用負担額の軽減措置がとられており、見直しが必
要である。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

△

障害児在宅サービスを利用する人の負担軽減となっているが、多子軽減制度が拡大される
などすでに利用負担額の軽減措置がとられており、見直しが必要である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

保護者の経済的負担を軽減することで、障害のある児童の自立と福祉の増進を図ることが
できているが、多子軽減制度が拡大されるなどすでに利用負担額の軽減措置がとられてい
る。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

障害のある児童で、児童発達支援等在宅サービス、行動援護等を利用する保護者の経済的負担の軽減となる事業であるが、多子軽減制度が拡大
されたことや、サービス利用負担額が世帯の所得に配慮した設計となっており、すでに軽減措置が取られているため事業としての継続必要性は低
い。
（定性評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

所得に配慮した制度設計になっていることや、軽減措置がとられていることから令和元年度からは廃止。
ただし、平成30年度2、3月利用分に関しては平成30年度での支払ができないため、令和元年度予算で支払った。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

16



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害福祉計画策定事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420321 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

令和元年度 終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害のある人が住み慣れた地域社会のなかで、すべての人が互いに尊重し支え合い、いきいきと活動しながら共に生活できる社会の実現を目指す
「障害者計画」と、障害のある人が自立した日常生活や社会生活を営むことができるために必要な障害福祉サービスや相談支援などのサービス提
供体制の計画的整備を推進するため、「第６期障害福祉計画」及び「第２期障害児福祉計画」を策定し、障害福祉サービス等の一層の充実に努め
る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者基本法、障害者総合支援法、児童福祉法

事業区分

R２現在の状況

報酬 119計画策定委員報酬

委託先・実施主体等 株式会社地域社会研究所

事業概要
（箇条書き）

障害者基本法第11条第3項に基づく「障害者計画」、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第88条に基づく「第6期障害
福祉計画」及び児童福祉法第33条の20第1項に基づく「第2期障害児福祉計画」の策定に向けて、令和元年度に実施した市民意識調査、事業所調
査及び障害者団体ヒアリングの結果並びに「障害者計画策定委員会」の討議の結果等を踏まえ障害者計画、第6期障害福祉計画及び第2期障害児
福祉計画の策定を行う。

対象者 市民 対象者数 77,122 単位あたりコスト 0.0

役務費 296郵送料

委託料

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

1,364調査業務委託料

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

2,502 3,028 0

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 0 0 3,028

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 0 2,502 3,028 0

②　補正予算

0

0

②　配当予算 0 2,276 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 1,100 0

小計（①～③） 0

0

④　執行率 78.1%

0

⑤　その他特財 0 1,402 0 0

①　流充用額 0 △ 226 0

③　執行額 0 1,779 0

1,040 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

0 2,819 1,040

0.13 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.13 / 0.00

②　概算人件費 1,040

770 決算付属資料 26 頁

特財名称 障害福祉計画策定事業基金繰入 種類 基金繰入金 実績金額 949

特財名称 きょうと地域連携交付金 種類 民生費府補助金 実績金額

決算付属資料 36 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

策定委員会開催回数 回 1 / 2 / 3 3

/ /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

市民意識調査回収率 ％ 46.5 / 60.0 / 60

単位あたりコスト 38.25

//

単位あたりコスト

17 96 障害福祉計画策定事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☑ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・令和2年度に各計画の策定が完了するため、令和3年度の事業実施予定なし。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

計画策定の補助業務（ニーズや課題の抽出と整理、現計画の総合評価、計画の素案作成、
計画策定委員会の運営補助、パブリックコメント等の実施に係る資料作成等）については、
業務委託を行い、効率的に業務を実施することができる。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害のある人が住み慣れた地域社会のなかで、すべての人が互いに尊重し支え合い、いき
いきと活動しながら共に生活できる社会の実現を目指すとともに、自立した日常生活や社会
生活を営むことができるために必要な障害福祉サービスや相談支援などのサービス提供体
制の計画的整備を推進するために必要である。・民間事業者や市民が自ら実施することの

できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

各関係機関の代表等により構成される「障害者計画策定委員会」において、本市の障害福
祉の課題と今後の具体的な取り組みの指針を明らかにすることができる。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

「障害者計画」の策定により、障害のある人が住み慣れた地域社会のなかで、すべての人が互いに尊重し支え合い、いきいきと活動しながら共に生
活できる社会の実現を目指す指針を作成することができる。「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」の策定により、障害福祉サービスや相談支援
などのサービス提供体制の計画的整備を推進し、障害福祉サービス等の一層の充実に努めることができる。

これまでの課題及び
今後の方向性

令和元年度には、市民意識調査、事業所調査を実施した。
令和2年度には、これらの調査で明らかになったニーズや課題をもとに現計画の評価を行い、障害者計画策定委員会での意見をもとに計画を作成
する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

18



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 ☑ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害者福祉システム改修事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420330 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業 社会福祉援護管理事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

令和元年度 終了予定年度 令和元年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

元号改正及び既存の障害福祉システム更新に伴うシステム改修をスムーズに行う。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等

事業区分

R２現在の状況

委託料 17,536障害者福祉システム更新に係るシステムパッケージ導入業務・福祉系システム更新に伴う障害者医療システム移行データ作成業務他

委託先・実施主体等 京都電子計算株式会社、株式会社アール・シー・エス、株式会社ケーケーシー情報システム

事業概要
（箇条書き）

・令和元年9月末まで使用するシステムの新元号対応のためのシステム改修
・令和元年9月以降に導入するシステムの仮想環境構築
・システム導入（2種類）
・新システムへのデータ移行

対象者 障害のある人 対象者数 4,808 単位あたりコスト 4.0

備品購入費 84基幹系システム用プリンター購入

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

18,301 0 0

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 0 18,301 0

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 0 18,301 0 0

②　補正予算

0

0

②　配当予算 0 18,057 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 0

0

④　執行率 97.6%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 △ 244 0

③　執行額 0 17,619 0

0 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

0 19,059 0

0.00 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.18 / 0.00

②　概算人件費 1,440

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

システム改修件数 件 8 / 8 / 8

/ /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

操作説明会参加者 人 14 / 14 / 14

単位あたりコスト 1258.53

//

単位あたりコスト

19 97 障害者福祉システム改修事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☑ 廃止/休止

□ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・令和3年度の事業実施予定なし。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

業者の選定にあたっては、他市状況も踏まえ、情報推進課やITコーディネーター等と協議を
行った。
サーバーを京都府のデータセンターに設置することで、当初の見込みより契約金額を減額す
ることができた。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害者手帳や福祉サービス等の決定・管理等を行うためのシステムに係る改修であるた
め、必要不可欠な事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

必要となるシステム改修については、すべて実行できた。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

本市の障害福祉施策を実施するうえで必要不可欠な電算システムの改修を行った。スムーズにシステムの導入やデータの移行を行うことができ
た。

これまでの課題及び
今後の方向性

システム導入は完了したため、今後は社会福祉援護管理事業にて保守業務委託を行う。令和2年度については、システム導入後初の福祉医療の年
次更新となるため契約締結のうえ業者立ち合いのもと年次更新業務を行う。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

20



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 ☑ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害児者歯科診療所運営助成事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420332 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成２６年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

一般の歯科診療所での受診が困難な障害のある人が受診できる「京都歯科サービスセンター北部診療所」の運営費を支援することにより、運営の
安定を図るとともに、京都府北部地域の障害のある人の歯科医療の確保や歯科口腔保健の向上を図ることを目的とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 福知山市京都歯科サービスセンター北部診療所運営費等補助金交付要綱

事業区分

R２現在の状況

負担金補助及び交付金 2,172京都府歯科医師会へのセンター運営補助金

委託先・実施主体等 京都府歯科医師会

事業概要
（箇条書き）

本センターを運営している一般社団法人京都府歯科医師会に対して、京都府及び北部地域の５市２町（福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、京丹後
市、伊根町、与謝野町）で運営赤字分の助成を行う。

対象者 一般の歯科診療所での受診が困難な障害のある人 対象者数 - 単位あたりコスト

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

2,400 2,400 2,400

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 2,400 2,400 2,400

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 2,400 2,400 2,400 2,400

②　補正予算

0

0

②　配当予算 2,400 2,400 0

2,400

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 2,400

0

④　執行率 82.1% 90.5%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 0 0

③　執行額 1,971 2,172 0

160 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

2,051 2,332 160

0.02 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0 0.02 / 0.00

②　概算人件費 80 160

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

北部歯科センターの開設 有無 有 有 有 / 有 / 有 有

/ /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

本市居住の受診者数 人 47/83 43/90 49 / 80 / 80 50

単位あたりコスト 48.11 45.80 44.33

/人 6.5/8 6.3/8 6.1 / 8 8 6.5

単位あたりコスト 347.85 312.90 356.10

1日あたりの受診者数

21 98 障害児者歯科診療所運営助成事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・京都府歯科医師会や京都府、北部５市２町とも連携しながら、歯科診療所についての広報周知を継続して実施す
る。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

受診者数に応じて、京都府と北部５市２町で運営費を按分している。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

京都府北部に類似した診療所が無いことから、利用者ニーズは高い。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

京都府北部地域の障害のある人の歯科診療を確保することで、患者やその家族の精神的・
経済的な負担の軽減につながっている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

京都府北部に類似した診療所が無いことから、利用者ニーズは高い。（府内では他に京都市内のみ）
受診日が平日の週２日のみであることや、診療時間が午後１時から４時に限られており、利用ニーズに充分応えられていない。

これまでの課題及び
今後の方向性

京都府北部で唯一の歯科診療所であり、センターの安定した運営を図るとともに、障害のある人の歯科医療を確保するため、今後も事業を継続す
る。
歯科診療所の存在を知らないために受診につながっていない人もあると考えられる。北部５市２町と連携しながら、歯科診療所についての広報周知
を継続実施することで、潜在的な受診者掘り起しを行い、受診者数増加につなげることが課題である。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

22



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 ☑ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 盲聾学校通学支援事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420333 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成２１年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法 登録事業所により実施

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

　京都府立盲聾学校舞鶴分校に児童が通学するためには送迎が必要であり、保護者にとっては就労が制限されるなど、過度の負担がかかる状況
がある中、児童がJRを利用して通学ができるように、通学時に同伴するグループ支援型の移動支援を行い、子育て世代の負担軽減を図る。
　併せて、障害のある児童が障害の特性を踏まえた学校の教育を受けることができるとともに、公共交通機関を利用した通学により社会性が習得で
き、自立に向けた大きな効果が得られることを目的とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 福知山市障害児通学支援事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

扶助費 1,551通学支援にかかる事業経費

委託先・実施主体等 福知山市聴覚言語障害センター

事業概要
（箇条書き）

京都府立聾学校舞鶴分校に通学する児童に対してグループ支援型の移動支援事業を行う。
　（福知山駅からＪＲを使用し、学校までの間の移動の支援を行う。）

対象者 盲聾学校舞鶴分校に通学する児童で通学に支援が必要な児童 対象者数 2 単位あたりコスト 918.1

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

1,520 1,467 1,501

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 725 1,520 1,467

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 725 1,520 1,467 1,501

②　補正予算

0

0

②　配当予算 1,575 1,551 0

1,501

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 725

0

④　執行率 100.0% 100.0%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 850 31 0

③　執行額 1,575 1,551 0

285 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

1,895 1,836 285

0.02 / 0.05 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.04/0 0.02 / 0.05

②　概算人件費 320 285

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

制度利用者数 人 2/2 2/2 2 / 2 / 2 2

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

通学支援事業登録事業所数 箇所 1/1 1/1 1 / 1 / 1 1

単位あたりコスト 1514.00 1575.00 1551.19

// / /

単位あたりコスト

23 99 盲聾学校通学支援事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・聾学校が舞鶴市にあるため、今後も聴覚に障害のある児童が安全に通学し、障害特性に応じた専門性のある教
育を受けることができよう通学の支援を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

一定の負担を設けているが、自己負担が無い場合もある。
事業費についての見直しが必要であるため、令和2年度より改定を行う。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

児童の特性にあった学校への通学を支援するために必要性は高い。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

児童数は少数だが、有効性は高い。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

聴覚に障害のある児童にとって、専門性の高い教育現場に通うことはその後の社会参加への姿勢にも影響を与えている。通学への経済的負担を
軽減すること、並びに、専門員による通学支援を行っている現状は有効性が高い。

これまでの課題及び
今後の方向性

令和元年度に、事業費について見直しを行った。令和2年度から適用し、継続して聾学校舞鶴分校に在籍する児童の通学支援を行う。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

24



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域生活支援事業（地域活動支援センター事業）

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420337 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害のある人が地域において、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流の促進
等を行なう場所として、地域活動支援センターを設置することにより、障害のある人の地域生活支援の促進を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法、地域活動支援センター事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

委託料 5,567センター運営委託料

委託先・実施主体等 社会福祉法人ふくちやま福祉会

事業概要
（箇条書き）

障害のある人が日中過ごすことができる居場所として、地域活動支援センターを設置する。
　地域活動支援センターの事業内容
　　創作的活動、
　　機能訓練、
　　社会適応訓練、
　　入浴等のサービス、
　　生産活動の機会の提供、
　　社会交流の促進の補助　など

対象者 障害のある人 対象者数 4,808 単位あたりコスト 1.2

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

5,597 5,597 5,568

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 2,660 2,660 0

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 5,597 5,597 5,597 5,568

②　補正予算

0

0

②　配当予算 5,597 5,597 0

2,646

②　国支出金 1,958 1,958 1,958 1,948

974

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 979 979 3,639

小計（①～③） 5,597

0

④　執行率 99.5% 99.5%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 0 0

③　執行額 5,567 5,567 0

320 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

6,047 5,887 320

0.04 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.06/0 0.04 / 0.00

②　概算人件費 480 320

1,594 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 797

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

センターの設置 箇所 1/1 1/1 1 / 1 / 1 1

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

センターのべ利用者数 人 1177/3650 1381/3650 1923 / 3650 / 3650 3650

単位あたりコスト 4.85 4.00 2.90

// / /

単位あたりコスト

25 100 地域生活支援事業（地活支援センター事業）



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・事業についての啓発を今後も実施し、事業の周知に努める。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

市内に事業所が1件のみであり、コスト比較はできていない。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害のある人の自立した社会生活の訓練の場として、また居場所としてのニーズがある。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

コストの割りに利用人数は少ない。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

障害のある人の自立した社会生活の訓練の場として、また居場所としてのニーズは満たしている。センターに通うことで生活や心身のバランスを保っ
ている人もいる。しかし、事業所が狭いこと、従事者が少ないこと等により、利用人数が少なく、要綱に示す１日の利用人数に達していない。

これまでの課題及び
今後の方向性

利用人数が少ないため、より多くの人が利用されるよう医療機関等に事業の周知啓発を行う。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

26



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 人工透析患者通院助成事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420343 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成28年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

通院による人工透析を受けている人は、治療上必要な通院回数が多く、通院にかかる交通費が大きな経済的負担となっている。このため、通院に
よる人工透析を受けている人に対し、タクシー等の料金を一部助成することで、通院手段の確保と通院にかかる交通費の経済的負担の軽減を図
る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画

根拠法令等 福知山市人工透析患者通院助成事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

需用費 59助成券の印刷経費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

通院に要するタクシー等の料金の助成
(1) 対象者・・腎臓機能障害により人工透析を受けるため医療機関へ通院している市民税非課税の人
(2) 内容・・・500円券を週2回通院している人は、1か月に16枚（8,000円）また、週3回通院している人は、1か月に24枚（12,000円）交付。通院先までの
距離が片道10キロを超える人は、上記の2倍の助成券を交付する。

対象者 通院による人工透析を受けている人 対象者数 37 単位あたりコスト 103.7

役務費 21助成券の郵送経費

扶助費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

2,715通院に要するタクシー等の料金の助成経費

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

3,099 2,694 2,781

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 3,590 3,099 2,694

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 3,590 3,099 2,694 2,781

②　補正予算

0

0

②　配当予算 2,825 3,073 0

2,781

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 3,590

0

④　執行率 82.1% 91.0%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 △ 765 △ 26 0

③　執行額 2,318 2,795 0

1,040 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

2,478 3,835 1,040

0.13 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.02/0 0.13 / 0.00

②　概算人件費 160 1,040

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

/ / / /

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

制度利用者数 人 29/30 38/38 28 / 38 / 38 38

単位あたりコスト 73.93 61.00 99.84

// / /

単位あたりコスト

27 101 人工透析患者通院助成事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・人工透析患者の通院手段の確保と通院費用の経済的負担を軽減のため、引き続き事業を実施する。
・利用券の適正利用の把握のため、事業所の請求書提出時の添付資料の確認を行い、適正に事業を実施してい
る。

【H30棚卸による見直し状況】
・令和元年度は、都市・交通課、高齢者福祉課、子ども政策室とともに各課の外出支援に係る事業の見直し等につ
いて協議を行ったが、他事業の見直しとの関連もあり本事業の見直しには至らなかった。
・本事業は、令和2年度のオータムレビュー案件の「移動支援関連事業」に含まれているが、各課の外出支援に係
る事業の実態把握等を行うことになったため、事業内容の見直し予定はなし。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

通院頻度や通院先までの距離に応じて助成券の交付枚数を増やして対応している。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

人工透析を受けている人の通院手段の確保や経済的負担を軽減することができる。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

人工透析を受けている人の通院手段の確保や経済的負担を軽減することができる。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

人工透析は通院回数が頻回であり、通院にかかる交通費の負担が大きいため、交通費の助成を行うことで対象者の経済的負担軽減につながって
いる。また、人工透析患者全員に制度周知ができており、必要な人への制度利用につながっている。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

通院による人工透析を受けている人は、その通院が頻回であるため、通院にかかる交通費が大きな経済的負担となっているため、今後も助成を行
うことで、通院手段の確保と通院にかかる交通費の経済的負担の軽減を図る。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

28



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 難聴児補装具給付事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420344 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成26年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害者手帳を持つことができない難聴児に対して、補聴器を給付することにより経済的負担を軽減するとともに言葉の学習効果を向上し、自立した
社会生活を送ることができることを目的とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 京都府軽・中等度難聴児支援事業費補助金交付要綱、福知山市難聴児補聴器購入費等助成事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

扶助費 86補聴器購入または修理に要した費用を給付するための経費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

・補聴器の見積書と医師の意見書とともに市に申請し、市が交付決定をした後に補聴器を購入（修理）する。
・補聴器購入時に申請者が全額負担し、市が購入の事実確認を行った後に助成額を支払う。

対象者 障害者手帳を持つことができない難聴児 対象者数 - 単位あたりコスト

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

222 225 186

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 111 111 113

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 222 222 225 186

②　補正予算

0

0

②　配当予算 222 222 0

93

②　国支出金 0 0 0 0

93

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 111 111 112

小計（①～③） 222

0

④　執行率 44.2% 38.7%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 0 0

③　執行額 98 86 0

205 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

578 291 205

0.01 / 0.05 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.06/0 0.01 / 0.05

②　概算人件費 480 205

42 決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 難聴児補装具給付事業 種類 民生費府補助金 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

/ / / /

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

制度利用者数 人 7/6 4/6 2 / 6 / 6 6

単位あたりコスト 42.71 24.50 42.93

// / /

単位あたりコスト

29 102 難聴児補装具給付事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・必要な人に給付が行われるよう、今後も継続的に事業周知を図り、難聴児の言語の習得や社会性の向上を支援
するため、実施する。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

一定の負担を受けている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・障害者手帳の対象にならない難聴児の保護者からのニーズは高い。
・障害者手帳を所持していないため、難聴児の把握が現実的に厳しい。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

成果目標については、対象者の把握ができてないため、実態にあったものとは言い難い。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

手帳の対象とならない軽・中度難聴児が対象の事業であるため、対象者数の把握が困難である。達成状況の判断が難しいが、保護者の経済的負
担の軽減とともに、難聴児の言語の習得や社会性の向上を図るうえでも有効な制度である。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

保護者の経済的負担の軽減とともに、難聴児の言語の習得や社会性の向上を支援するため、今後も実施する。
対象者の把握が困難ではあるが、本事業が必要な人が利用できるように学校等への周知に努める。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

30



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域生活支援事業（相談支援事業)

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420350 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害のある人や家族等からの相談に応じ、必要な情報提供や助言を行うことで障害のある人の日常生活や社会生活の支援を行うことを目的とす
る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法、地域生活支援事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

旅費 14研修会参加

委託先・実施主体等 （福）京都聴覚言語障害者福祉協会、（福）ふくちやま福祉会、（福）福知山学園、（福）みつみ福祉会

事業概要
（箇条書き）

・障害のある人及びその家族などからの相談に応じ、障害のある人が可能な限り居宅において、その人の有する能力により自立した日常生活に必
要な就労・医療・障害福祉サービス等が受けられるよう支援する。
・虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整を行う。
・その他の障害のある人等の権利擁護のために必要な援助等を行う。

対象者 障害のある人やその家族等 対象者数 4,808 単位あたりコスト 6.5

需用費 1 研修会資料代

委託料

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1）

29,526相談支援事業実施に係る運営委託料

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

30,570 28,388 26,267

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 19,233 18,680 17,124

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 30,826 30,570 28,388 26,267

②　補正予算

0

0

②　配当予算 30,826 30,571 0

15,962

②　国支出金 7,729 7,927 7,301 6,870

3,435

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 3,864 3,963 3,963

小計（①～③） 30,826

0

④　執行率 96.6% 96.6%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 1 0

③　執行額 29,785 29,541 0

1,840 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

31,625 31,381 1,840

0.23 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.23/0 0.23 / 0.00

②　概算人件費 1,840 1,840

6,821 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 3,410

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 市長申立費用（障害者福祉課） 種類 雑入 実績金額 6 決算付属資料 48 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

障害者相談支援事業所のべ相談支援件数 人 17369/19200 18831/19200 17297 / 19200 / 19200 19200

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

相談支援事業所数（委託先） 件 4/4 4/4 4 / 4 / 4 4

単位あたりコスト 7581.50 7446.30 7385.31

// / /

単位あたりコスト

31 103 地域生活支援事業（相談支援事業)



☑ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

□ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・委託先である相談支援事業所の体制や事業内容等を確認のうえ委託料の見直しを行い、適正な事業運営を行
う。
・障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の必須事業であるため、今後も事業を継続する。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

相談者の負担はない。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・障害のある人及び家族等からのニーズは高い。
・民間事業者でも事業者の負担をもって実施することは可能だが、現実的には難しい。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

活動実績は見込みに届いていないが、人数だけで評価することは難しい。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

障害のある人やその家族等による相談に応じ、必要な情報提供や支援を行うことにより、自立した生活につながっている。

これまでの課題及び
今後の方向性

令和元年度に委託先である相談支援事業所に相談件数等の統一化を行い、令和2年度から統一した方法で相談件数等の報告を受ける予定であ
る。
障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の必須事業であるため、今後も継続して実施する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

32



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域生活支援事業（意思疎通支援事業）

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420351 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

昭和63年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある障害のある人等の意思疎通の円滑化を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法、地域生活支援事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

報償費 738手話通訳者及び要約筆記者の派遣費用

委託先・実施主体等 社会福祉法人京都聴覚言語障害者福祉協会

事業概要
（箇条書き）

手話通訳者、要約筆記者を派遣する事業、手話通訳者を設置する事業など意思疎通を図ることに支障がある障害のある人等とその他の者の意思
疎通を支援する。

対象者 障害のある人やその家族等 対象者数 77,122 単位あたりコスト 0.2

委託料 16,264事業運営にかかる委託料

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

17,213 15,600 15,519

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 4,360 4,304 3,900

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 17,438 17,213 15,600 15,519

②　補正予算

0

0

②　配当予算 17,438 17,213 0

3,881

②　国支出金 8,719 8,606 7,800 7,759

3,879

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 4,359 4,303 3,900

小計（①～③） 17,438

0

④　執行率 97.4% 98.8%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 0 0

③　執行額 16,980 17,002 0

855 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

17,860 17,857 855

0.06 / 0.15 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.11/0 0.06 / 0.15

②　概算人件費 880 855

5,294 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 2,646

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

手話・要約筆記養成講座修了者数 人 26/45 27/45 34 / 45 / 45 45

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

手話通訳者等の派遣実績 時間 378/450 462/450 492 / 450 / 550 454

単位あたりコスト 45.69 36.80 34.56

// / /

単位あたりコスト

33 104 地域生活支援事業（意思疎通支援事業）



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・意思疎通を図ることに支障がある障害のある人等の意思疎通の円滑化を図るため、適正な事業運営を行う。
・委託料については、実績を精査し見直しを行ったが、今後も委託内容や実績を精査し、時代やニーズに合った支
援を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

・本事業の利用者負担は無料となっている。
・派遣調整、派遣等業務は煩雑で、専門性の高い支援者が必要であるが、その効率性は課
題である。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

聴覚等に障害のある人の情報保障等を目的としており、必要性は高い。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

手話や要約筆記などのコミュニケーション支援者の確保が十分ではなく、支援者養成に向け
た工夫が必要である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

聴覚、言語等に障害のある人にとって社会性の向上を図るうえで必要な事業である。

これまでの課題及び
今後の方向性

意思疎通支援者の確保が課題であり、養成のあり方については工夫が必要である。また、遠隔手話通訳の有効性についても検討していきたい。
奉仕員養成講座受講後の、奉仕員の活動の場の設定について、検討していく。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

34



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域生活支援事業（日常生活用具給付事業)

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420352 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害のある人等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付することにより、日常生活の便宜を図り、その福祉の増進に資することを目的
とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法、地域生活支援事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

扶助費 22,174日常生活用具の給付費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

日常生活上の便宜を図るため、特殊寝台、特殊便器、盲人用時計・ストマなどの日常生活用具を給付する。

対象者 障害のある人等で用具を必要とする人 対象者数 4,808 単位あたりコスト 5.1

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

20,922 21,763 22,025

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 5,050 5,256 5,467

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 20,200 20,922 21,763 22,025

②　補正予算

0

0

②　配当予算 21,549 22,208 0

5,519

②　国支出金 10,100 10,444 10,864 11,004

5,502

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 5,050 5,222 5,432

小計（①～③） 20,200

0

④　執行率 100.0% 99.8%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 1,349 1,286 0

③　執行額 21,549 22,174 0

2,160 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

23,949 24,334 2,160

0.27 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.3/0 0.27 / 0.00

②　概算人件費 2,400 2,160

6,904 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 3,452

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

支給決定者数（ストーマ装具等）人 176/170 187/170 190 / 170 / 170 210

支給決定者数（ストーマ装具等以外）人 38/40 63/40 50 / 40 / 40 70

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

更新案内回数 回 2/2 2/2 2 / 2 / 2 2

単位あたりコスト 10007.00 10774.50 11087.06

// / /

単位あたりコスト

35 105 地域生活支援事業（日常生活用具給付事業)



☑ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

□ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・障害のある人の日常生活を支援し、福祉の増進に必要な事業であるため継続して実施する。
・給付用具の市場価格や他市の状況などを確認しながら、必要な人に給付が行われるよう給付品目の見直しを行
うとともに、事業の周知に努め、適切に事務を執行する。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

障害者総合支援法による事業で効率性が良い。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害のある人の日常生活の便宜を図る上で、支援の必要性が高い。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

・障害のある人へ日常生活に必要な用具を給付する事業として有効性が高い。
・対象者の把握が困難なため、成果目標が実態にあったものとは言い難い。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

重度障害のある人（児童を含む）の日常生活支援として有効である。
ストーマ装具に関しては、直腸機能障害、ぼうこう機能障害の身体障害者手帳の所持者全員に案内を送っているため、ストーマ装具が必要な方に
は行き届いている。
ストーマ装具以外は、障害者手帳所持者でも、それぞれの症状によって必要な用具が違うので、達成状況の判断が難しいが、手帳取得時や窓口で
相談があったときなどには案内をしている。

これまでの課題及び
今後の方向性

本事業の実施にあたっては、障害者総合支援法で地域の実情や障害のある人のニーズ等を踏まえ、必要な用具の給付を適切に行うものとあり、給
付用具の市場価格や他市の状況を踏まえ、給付用具等を拡充し、事業を実施する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

36



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 ☑ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域生活支援事業（移動支援事業)

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420353 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法 登録事業所により実施

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

屋外での移動が困難な障害のある人及び障害のある子ども（以下「障害のある人等」という。）に対し、障害者移動支援事業を行うことにより、障害
のある人等の地域での自立生活及び社会参加を促すことを目的とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法、福知山市障害者移動支援事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

扶助費 15,436移動支援事業費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

地域での自立生活及び社会参加を促すことを目的に、移動に支援が必要な障害のある人等の移動中の支援を行う。

対象者 障害者手帳所持者 対象者数 4,808 単位あたりコスト 3.4

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

20,544 18,056 18,056

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 5,749 5,136 4,514

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 22,994 20,544 18,056 18,056

②　補正予算

0

0

②　配当予算 22,909 17,382 0

4,514

②　国支出金 11,497 10,272 9,028 9,028

4,514

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 5,748 5,136 4,514

小計（①～③） 22,994

0

④　執行率 82.2% 88.8%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 △ 85 △ 3,162 0

③　執行額 18,822 15,436 0

800 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

19,862 16,236 800

0.10 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.13/0 0.10 / 0.00

②　概算人件費 1,040 800

4,806 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 2,403

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

事業実利用者数 人 67/100 59/70 46 / 75 / 80 80

0 / / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

事業のべ利用者数 人 2012/2035 1785/2520 1624 / 2600 / 2880 2880

単位あたりコスト 10.78 10.50 9.51

// / /

単位あたりコスト

37 106 地域生活支援事業（移動支援事業)



☑ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

□ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・実施要綱等に基づき、利用者の状況等に応じたサービス提供に努め、適正な事業運営を行う。
・自立支援給付事業行動援護よりも事業費単価が高くなっているため、単価の見直しを行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

事業に要する費用については他の類似制度との比較検討と見直しを行っていく必要があ
る。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害のある人等の移動支援に対するニーズは高く、また支援にあたっては支援者に障害特
性等に関する専門的な知識が必要とされるため、本事業を実施することのできる事業所は
限られている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

活動実績は目標に到達していないが、人数の多寡のみでは有効性の評価は難しい。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

当事業の利用により、ひきこもりがちになっている人が、余暇活動を楽しまれるなど、社会参加や自立生活につながっている障害のある人が多く、必
要不可欠な支援事業である。

これまでの課題及び
今後の方向性

実施要綱及び要領に基づいた適切な事業運営及び活用ができるよう実態を把握しながら、指導をしていく。
必要な方が適切に利用できるよう、制度内容について周知を図っていく必要がある。
自立支援給付事業の行動援護よりも事業費単価が高くなっているため、単価の見直しを行う必要がある。
単価改正を伴う制度の見直しのためには、利用者のニーズ、事業所での受け入れ体制等を把握する必要があることから、事業所との調整、実績記
録票からの利用者ニーズの調査をすすめる必要がある。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

38



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域生活支援事業（訪問入浴サービス事業）

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420356 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 122

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

身体上の障害により入浴に支障のある在宅の重度の身体障害のある人に対し、入浴サービスを行うことにより、当該重度の身体障害のある人の健
康保持と福祉の向上を図ることを目的とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法、在宅重度障害児・者入浴サービス事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

委託料 11,456業務委託料（介護保険サービス単価に準じる単価契約）

委託先・実施主体等 社会福祉法人福知山市社会福祉協議会　他２事業者

事業概要
（箇条書き）

看護師や介護職員等が、重度の身体障害のある人の居宅を訪問し、浴槽を提供して行う入浴サービスを行う。

対象者 在宅で重度の身体障害のある人・子ども 対象者数 1,402 単位あたりコスト 8.3

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

13,500 12,661 13,565

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 2,963 3,375 3,166

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 11,847 13,500 12,661 13,565

②　補正予算

0

0

②　配当予算 12,640 12,016 0

3,392

②　国支出金 5,923 6,750 6,330 6,782

3,391

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 2,961 3,375 3,165

小計（①～③） 11,847

0

④　執行率 100.0% 95.3%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 793 △ 1,484 0

③　執行額 12,640 11,456 0

160 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

12,880 11,616 160

0.02 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.03/0 0.02 / 0.00

②　概算人件費 240 160

3,567 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 1,783

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

事業実利用者数 人 11/10 12/10 11 / 10 / 10 14

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

事業のべ利用者数 人 113/113 126/126 122 / 126 / 129 140

単位あたりコスト 106.28 100.30 93.90

// / /

単位あたりコスト

39 107 地域生活支援事業（訪問入浴サービス事業）



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・今後も国の趣旨目的に則り、適切に実施する。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

介護保険制度に準じた単価設定であり、妥当と考える。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

家族の介助だけでは入浴が困難な方のニーズを満たしている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

対象となる人の把握は困難である

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

重度の障害により入浴が困難な方のニーズを満たしている。

これまでの課題及び
今後の方向性

他制度（自立支援給付や介護保険サービス）の利用が困難な方、他事業のみでは支援量が不足する方に本制度を使っていただくよう案内してい
る。平成30年度から、1週間あたりの利用回数の上限を3日に設定して実施している。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

40



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域生活支援事業(日中一時支援事業)

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420359 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

見守りの必要な障害のある人（児童を含む）を日常的に介護している家族等の就労支援、療養又は一時的な休息の確保と、障害のある人の日中に
おける活動の場の提供を目的とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法、地域生活支援事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

扶助費 15,893日中一時支援事業に支払う費用

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

(１)日帰りショートステイ事業(対象：１８歳以上)
　障害のある人等の日中活動の場を提供するとともに、家族の就労支援や一時的な休息の確保を行い、障害のある人等に対して見守り等その他必
要な支援を行う。
(２)障害児放課後支援事業(対象：１８歳未満)
　障害のある児童の家族の就労支援や一時的な休息を確保するとともに、１８歳未満の障害のある児童の放課後活動に必要な場を提供し、かつ、
社会に適応するための訓練を行う。

対象者 障害のある人 対象者数 4,808 単位あたりコスト 3.8

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

27,615 20,387 17,483

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 8,349 6,905 5,098

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 33,391 27,615 20,387 17,483

②　補正予算

0

0

②　配当予算 31,249 23,308 0

4,372

②　国支出金 16,695 13,807 10,193 8,741

4,370

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 8,347 6,903 5,096

小計（①～③） 33,391

0

④　執行率 82.4% 68.2%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 △ 2,142 △ 4,307 0

③　執行額 25,763 15,893 0

2,560 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

28,243 18,453 2,560

0.32 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.31/0 0.32 / 0.00

②　概算人件費 2,480 2,560

4,948 決算付属資料 18 頁

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 2,474

特財名称 地域生活支援事業 種類 民生費国庫補助金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

/ / / /

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

利用者数 人 98 / 100 93/90 78 / 95 / 100 100

単位あたりコスト 296.91 277.00 203.76

// / /

単位あたりコスト

41 109 地域生活支援事業(日中一時支援事業)



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・実施要綱等に基づき、利用者の状況等に応じたサービス提供に努め、適正な事業運営を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

事業費の利用者負担はあるが、本人や家族が非課税等の場合、自己負担がない場合があ
る。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・障害のある人本人及び家族からのニーズは高い。
・民間事業者でも事業者の負担をもって実施することは可能だが現実的には厳しい。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

活動実績は見込みに届いていないが、人数だけで評価することは難しい。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

サービスの対象者であっても、個々の家庭環境や障害の状況等により、サービスの利用を必要としない方もあるため、達成状況の把握は難しいが、
障害のある人等の日中活動の場の確保及び社会参加の促進、家族のレスパイトの観点からも有効性は高いと考える。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を計画的に実施する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

42



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害者自立支援医療（更生医療）給付事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420361 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

身体障害のある人の医療費の負担を軽減することで、障害のある人の福祉の増進を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法

事業区分

R２現在の状況

役務費 128事務取扱手数料

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

18歳以上の身体障害のある人（身体障害者手帳所持者）で、身体の障害を除去又は軽減し、日常生活や職業生活に適応するよう改善する治療（角
膜手術・関節形成術・人工透析療法・心臓手術など）を、知事指定の医療機関で受けた場合の医療費を軽減する。

対象者 該当の医療を知事指定の医療機関で受けた人 対象者数 3,277 単位あたりコスト 17.8

扶助費 57,696自立支援医療（更生医療）の給付

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

59,448 53,202 53,202

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 16,822 16,452 14,641

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 61,926 59,448 53,202 53,202

②　補正予算

0

0

②　配当予算 61,776 59,456 0

14,641

②　国支出金 28,403 26,664 24,041 24,041

14,520

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 16,701 16,332 14,520

小計（①～③） 61,926

0

④　執行率 80.4% 97.3%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 △ 150 8 0

③　執行額 49,671 57,823 0

500 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

51,331 58,323 500

0.00 / 0.20 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.02/0.6 0.00 / 0.20

②　概算人件費 1,660 500

24,251 決算付属資料 16 頁

特財名称 自立支援医療（更生医療費） 種類 民生費府負担金 実績金額 13,020

特財名称 自立支援医療（更生医療費） 種類 民生費国庫負担金 実績金額

決算付属資料 22 頁

特財名称 障害者福祉サービス等利用支援事業費 種類 民生費府補助金 実績金額 2,542 決算付属資料 26 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

制度利用者数 人 189/3184 167/3140 191 / 3277 / 3277 195

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

受給者証発行数 人 185/185 160/180 187 / 180 / 185 185

単位あたりコスト 331.63 310.40 309.22

// / /

単位あたりコスト

43 110 障害者自立支援医療（更生医療）給付事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・障害者総合支援法に基づく制度であるため、今後についても国制度の目的に則り適正に事務を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

受益者負担については、医療保険の自己負担が3割負担の人は1割負担になるとともに、所
得に応じて上限月額が設定されている（国制度）。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

身体に障害のある人の医療費の負担を軽減するとともに、疾病の早期発見、早期治療によ
り健康的な生活を送ることにつながった。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

申請のあった人の受給者管理は確実に行っている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

・今後も国制度に則り、適正に事務を行う。

これまでの課題及び
今後の方向性

・対象者の増加により、扶助費の増加が見込まれる。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

44



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害支援区分認定事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420362 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害支援区分認定を行うことで、障害のある人が障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスを利用し、生活支援を受けることができる。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法

事業区分

R２現在の状況

報酬 998障害者介護給付費等支給認定審査会

委託先・実施主体等 障害支援区分認定調査については、指定特定相談支援事業者（社会福祉法人4者）に委託

事業概要
（箇条書き）

事業の流れは下記①～⑤のとおり。

①障害福祉サービスの申請（区分が切れる概ね６か月前更新案内を送付する。）
②認定調査の実施（指定特定相談支援事業者に一部委託。市外施設等に入所されている人は市の調査員が調査を行う。）
③医師意見書作成の依頼
④認定調査票、医師意見書の受理後、審査会資料の作成
⑤障害者介護給付等支給認定審査会（月１回）にて、障害支援区分の審査・判定。

対象者 障害のある人で障害福祉サービスの利用を希望する人 対象者数 4,826 単位あたりコスト 1.0

旅費 17障害支援区分認定調査（市直営分）旅費

役務費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

830医師意見書作成料　郵送料

委託料 1,312障害支援区分認定調査

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

2,998 3,008 3,153

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 3,193 2,998 3,008

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 3,193 2,998 3,008 3,153

②　補正予算

0

0

②　配当予算 3,227 3,191 0

3,153

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 3,193

0

④　執行率 99.9% 98.9%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 34 193 0

③　執行額 3,225 3,156 0

1,840 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

6,025 4,996 1,840

0.23 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.35/0 0.23 / 0.00

②　概算人件費 2,800 1,840

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

審査会開催回数 回 12/12 12/12 12 / 12 / 12 12

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

審査件数 件 153/153 173/173 182 / 173 / 180

単位あたりコスト 17.19 18.60 17.34

// / /

単位あたりコスト

45 111 障害支援区分認定事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・障害のある人が障害者総合支援法に基づくサービスを利用するために必要な障害支援区分認定であるため、今
後も厚生労働省配付のマニュアルに沿って適正に事務を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

認定調査については、一部を指定特定相談支援事業者に委託しており、事務の軽減を図っ
ている。また、遠方に居住する対象者については調査員が直接向かい調査をするコストを考
慮し、適宜契約を締結し、調査を行ってもらう場合もある。
障害支援区分認定のための受益者負担はゼロである。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害福祉サービスを利用するために必要な事務事業である。
認定調査については、一部を指定特定相談支援事業者に委託している。市外施設等に入所
されている人は市の調査員が調査を行っている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

活動実績は認定審査会の認定人数であり、アウトプット評価として妥当であると考えるが、成
果実績については、区分認定を受けてからの影響を図る指標として妥当なものがないか模
索している。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

障害のある人が障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスを利用するために必要な障害支援区分認定であり、認定の有効期間（３年間）が満了
するまでに、次期の障害支援区分認定を行う必要がある。

これまでの課題及び
今後の方向性

障害福祉サービスの利用者が増加していることに加え、認定を受けた後にサービスを利用されずに、区分認定だけ所持し、引き続き更新を行うケー
スがある。そのため、更新の案内を送付する際にサービス利用の実態を調べ、必要性について委託事業所に確認したうえで区分の更新の対象者と
して挙げていくようにし、審査会資料の作成に係る事務負担を軽減していきたい。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：
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款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 身体障害者（児）補装具給付事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420364 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害者総合支援法に基づく補装具を提供することにより、生活のしづらさを解消し、障害のある人の生活の安定と自立を支援する。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法

事業区分

R２現在の状況

扶助費 25,653補装具費の給付にかかる経費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

身体障害者手帳の交付を受けている人、または政令に定める疾病の難病患者等に対し、障害のある部位を補って日常生活を容易にするために補
装具の交付と修理を行う。
・視覚障害者・・・視覚障害者安全杖、義眼、眼鏡など
・聴覚障害者・・・補聴器
・肢体障害者・・・義肢、装具、車いす、電動車いす、座位保持装置など

対象者 補装具を必要とする障害者・児、難病患者等（政令に定める疾病）対象者数 3,569 単位あたりコスト 7.7

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

19,164 21,427 20,899

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 4,647 4,836 5,409

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 18,408 19,164 21,427 20,899

②　補正予算

0

0

②　配当予算 18,408 25,653 0

5,272

②　国支出金 9,114 9,492 10,609 10,356

5,271

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 4,647 4,836 5,409

小計（①～③） 18,408

0

④　執行率 91.4% 100.0%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 6,489 0

③　執行額 16,821 25,653 0

1,905 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

18,821 27,558 1,905

0.16 / 0.25 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.25/0 0.16 / 0.25

②　概算人件費 2,000 1,905

11,496 決算付属資料 16 頁

特財名称 補装具給付事業 種類 民生費府負担金 実績金額 6,318

特財名称 補装具給付事業 種類 民生費国庫負担金 実績金額

決算付属資料 22 頁

特財名称 障害者福祉サービス等利用支援事業 種類 民生費府補助金 実績金額 140 決算付属資料 26 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

支給決定件数 件 207/207 189/190 201 / 200 / 200 200

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

巡回相談広報回数 回 12/12 12/12 12 / 12 / 12 12

単位あたりコスト 1838.67 1401.80 2137.77

// / /

単位あたりコスト

47 112 身体障害者（児）補装具給付事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・必要な人に給付が行われるよう、今後も事業の周知に努めながら、国制度に則り、適正に事務を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

・国が１/２、府が1/4、残りの1/4を市が負担している。
・障害者総合支援法による事業で効率性が良い。
・児童については、補装具費の一部負担金を助成し、負担軽減を図っているが、妥当である
かどうか検討する必要ある。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害者総合支援法に基づき、障害福祉計画に沿って事業を推進する。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

・対象の重度障害のある人の日常生活の支援として有効である。
・対象者の把握が困難なため、成果目標が実態にあったものとは言い難い。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

・重度障害のある人に対しての日常生活の支援として有効である。
・障害者手帳所持者でも、各々の症状によって必要な装具が違うため、達成状況の判断が難しいが、手帳取得時や窓口で相談があった時など、随
時案内をしている。いずれの障害においても、障害者手帳交付時の案内や医師からの紹介で支給を受けられており、必要としている人には行き渡っ
ていると考える。
・今後も国制度に則り、適正に事務を行う。

これまでの課題及び
今後の方向性

・重度障害のある人に対しての日常生活の支援として有効であり、また、国の制度のため実施する必要がある。
・18歳未満の人の判定は、市独自で行うことになっているが、京都府とも連携しながら、適正に行う必要がある。
・今後も国制度に則り、適正な事務に努める。
・児童については、補装具費の一部負担金を助成し、負担軽減を図っているが、妥当であるかどうか検討する必要ある。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：
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款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害者サービス事業所通所交通費助成事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420366 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成5年度 終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害のある人が自立に必要な訓練を受けるため、障害者総合支援法に規定する生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行う事業所
に通所するために要した交通費を助成することで、本人やその家族の経済的負担を軽減するとともに、通所の促進を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画

根拠法令等 福知山市障害者サービス事業所通所交通費助成金支給要綱

事業区分

R２現在の状況

扶助費 4,703障害者サービス事業所通所交通費の助成

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

障害者総合支援法に規定する生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行う事業所に通所するために要した交通費の一部を助成す
る。
助成率：2/3（ただし、就労継続支援Ａ型のみ1/2）

対象者 公共の交通機関を利用して通所する人 対象者数 496 単位あたりコスト 11.9

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

4,700 4,602 4,750

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 4,600 4,700 4,602

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 4,600 4,700 4,602 4,750

②　補正予算

0

0

②　配当予算 4,600 4,703 0

4,750

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 4,600

0

④　執行率 99.0% 100.0%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 3 0

③　執行額 4,556 4,703 0

1,175 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

4,761 5,878 1,175

0.10 / 0.15 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0.05 0.10 / 0.15

②　概算人件費 205 1,175

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

制度利用者数 人 88/467 87/430 85 / 460 / 460

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

制度のべ利用回数 回 925/925 914/914 983 / 920 / 920

単位あたりコスト 5.23 5.00 4.78

// / /

単位あたりコスト

49 113 障害者サービス事業所通所交通費助成事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・障害のある人の社会参加のための経済的負担を軽減することを目的に、今後も継続して実施する。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

申請書の提出は、３か月に１回であり通所事業所経由のため、申請者の負担軽減につな
がっている。就労継続支援Ａ型への通所者については、他のサービスと比較し工賃が高い
ため、助成率が1/2となっている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害のある人の社会参加促進と通所時の経済的な負担軽減になっている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

障害のある人の社会参加促進と通所時の経済的な負担軽減になっている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

障害のある人の社会参加促進と通所時の経済的な負担軽減になっている。

これまでの課題及び
今後の方向性

今後も、継続して事業を実施する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：
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款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害者安心おでかけサポート事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420368 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成7年度 終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

在宅の重度障害のある人に対し、移動に要するタクシー等の料金の助成を行うことにより、社会参加の促進を図り、在宅の重度障害のある人やそ
の家族の精神的・経済的負担の軽減を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 福知山市障害者安心おでかけサポート事業実施要綱

事業区分

R２現在の状況

需用費 83助成券の印刷経費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

在宅の重度障害のある人に対して、200円券を1か月に5枚（月1,000円）、申請を受理した月より当該年度の3月までの月数分を交付し、外出のため
のタクシー等料金を助成する。

対象者 在宅の重度障害のある人 対象者数 1,200 単位あたりコスト 4.3

役務費 221郵送料

扶助費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

3,342タクシー等助成にかかる経費

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

3,874 3,879 3,964

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 4,092 3,874 3,879

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 4,092 3,874 3,879 3,964

②　補正予算

0

0

②　配当予算 4,109 3,875 0

3,964

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 4,092

0

④　執行率 91.8% 94.1%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 17 1 0

③　執行額 3,771 3,646 0

1,520 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

4,331 5,166 1,520

0.19 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.07/0 0.19 / 0.00

②　概算人件費 560 1,520

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

助成券使用率 ㌫ 58.8/100 54.2/100 50.3 / 100 / 100 100

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

制度利用者数 人 536/536 572/572 590 / 550 / 600 570

単位あたりコスト 7.02 6.60 6.18

// / /

単位あたりコスト

51 114 障害者安心おでかけサポート事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・在宅の重度障害のある人の移動時（タクシーや福祉有償運送が必要な人）の社会参加を促進するための事業と
して、今後も継続して実施する。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

本事業の対象者と高齢者福祉課の在宅高齢者外出支援助成事業の対象者とは、条件が一
致するものではないが、外出時のタクシー等の利用時の経済的負担の軽減では、助成額の
差が生じている（障害：年間12,000円、高齢：48,000円）.

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

在宅の重度障害のある人の外出支援のために必要である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

障害のある人の外出支援の経済的負担を軽減する事業である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

・在宅の重度障害のある人の、外出時の経済的負担を軽減する事業である。

これまでの課題及び
今後の方向性

・障害のある人、高齢者及び妊産婦を対象に支援内容の統一化について部内で検討したが、各課の他事業との関連もあり統一化には至らなかっ
た。
・今後も、適切な利用に向け、事業の周知を継続して行う。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

52



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 ☑ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 社会参加助成事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420376 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

昭和63年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害者団体の自主的な社会参加活動を推進し、障害のある人に対する理解を深める啓発活動や関連行事等への参加を促進する。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 福知山市障害者団体等活動補助金交付要綱

事業区分

R２現在の状況

役務費 14手話通訳者・要約筆記者損害保険料

委託先・実施主体等 京都ユニオンサービス株式会社

事業概要
（箇条書き）

身体障害者団体連合会補助金
民間社会福祉施設連絡協議会補助金
精神障害者家族会活動費補助金　ほか

対象者 障害者団体、障害のある人 対象者数 4,808 単位あたりコスト 0.4

委託料 113バス運転代行業務

負担金及び交付金

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

686障害者団体活動費補助金

扶助費 200身体障害者自動車改造助成

使用料及び賃借料・旅費 28高速道路通行料、駐車料金、職員旅費（福祉バス使用）

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

1,480 1,218 1,240

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 2,320 1,480 1,218

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 2,320 1,480 1,218 1,240

②　補正予算

0

0

②　配当予算 2,320 1,415 0

1,240

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 2,320

0

④　執行率 73.2% 73.6%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 △ 65 0

③　執行額 1,698 1,041 0

880 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

2,098 1,921 880

0.11 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.05/0 0.11 / 0.00

②　概算人件費 400 880

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

 /　    /　 / /

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

自動車改造助成人数 人  2/2  1/3 2 / 3 / 3 3

単位あたりコスト 992.00 1698.00 520.46

/人 1/1 0/1 0 / 1 1 1

単位あたりコスト 1984.00 0.00 0.00

運転免許教習費助成

53 115 社会参加助成事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・参加者の増加につなげるため、今後も継続して当事者団体等の活動の支援を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

・活動資金の補助により、障害のある人の社会参加と自立のため安定した活動を行うことが
できている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・障害のある人自身の力により事業を行い、自ら社会参加をはかっていくために補助金は必
要である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・障害のある人の社会参加の契機となりうる事業である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

活動資金の補助により、障害のある人が安定して活動を行うことができている。【定性的評価】

これまでの課題及び
今後の方向性

障害者団体の活動は障害のある人の社会参加のために必要であり、行事は障害に対する市民の理解を深める機会として重要である。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

54



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 ☑ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 社会福祉援護管理事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420379 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

昭和63年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害者福祉課の事務の円滑な運営を図ることを目的とする。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 -

事業区分

R２現在の状況

旅費 111事務担当者会議、進路相談、ケース会議等

委託先・実施主体等 ㈱ケーケーシー情報システム、（株）アール・シー・エス

事業概要
（箇条書き）

障害者福祉システム保守委託料
障害者福祉課の事務的経費　ほか

対象者 障害のある人 対象者数 4,808 単位あたりコスト 0.6

需用費 657トナー、用度物品、宛名シール、公用車燃料代、公用車法定点検　ほか

役務費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

1,233電話代、郵送料、公用車損害賠償保険料　ほか

委託料 693障害福祉システム保守業務委託

負担金補助及び交付金・扶助費 64市町村保健師協議会負担金、同行援護サービス利用者自己負担額支給事業

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

2,524 3,379 5,303

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 3,450 1,797 2,523

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 3,972 2,524 3,379 5,303

②　補正予算

0

0

②　配当予算 3,789 2,758 0

4,447

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 3,972

0

④　執行率 71.4% 100.0%

0

⑤　その他特財 522 727 856 856

①　流充用額 △ 183 234 0

③　執行額 2,706 2,758 0

160 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

2,866 2,918 160

0.02 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.02/0 0.02 / 0.00

②　概算人件費 160 160

684 決算付属資料 32 頁

特財名称 電柱占用料 種類 民生使用料 実績金額 4

特財名称 土地建物貸付収入 種類 財産貸付収入 実績金額

決算付属資料 10 頁

特財名称 建物総合損害保険料負担金 種類 雑入 実績金額 1 決算付属資料 48 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

/ /

/ /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

同行援護サービス利用者負担支給者数 人 2/2 1/2 1 / 2 / 2 2

単位あたりコスト 1545.50 2706.00 2758.17

// / /

単位あたりコスト

55 116 社会福祉援護管理事業



☑ 事業の見直し

□ 統合/組換

☐ 廃止/休止

□ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・義務的経費については、常にコスト意識を持ち、需用費、役務費等の削減に努める。
・同行援護サービス利用者負担額支給については、利用者負担の公平性の観点から見直しを行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

事務経費については、予算削減に努めている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

課の業務を運営するうえで、必要な庶務的経費である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

課の業務を運営するうえで、必要な庶務的経費である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

庶務的経費や他の事業に含まない経費、複数の事業に含まれる経費であるため、成果実績をあげて評価することは難しいが、障害のある人が住み
慣れた地域で安心して暮らすためのサービス実施や、円滑な課の業務遂行のために必要である。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

常にコスト意識を持ち、引き続き経費削減に努める。
同行援護サービス利用者負担額支給については、利用者負担の公平性の観点から見直しに向けて協議を行っている。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

56



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 ☑ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 手話言語・情報コミュニケーション推進事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420386 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業 地域自立支援協議会運営事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 124・126

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成30年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害のある人がその障害特性に応じたコミュニケーション手段を利用しやすい環境を構築し、障害のある人もない人も分け隔てられることなく理解し
あい、お互いに一人ひとりの尊厳を大切にして安心して暮らすことができる共生社会を実現する。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画、手話言語及び障害の
ある人の多様なコミュニケーション促進条例推進計画

根拠法令等 障害者基本法、福知山市手話言語及び障害のある人の多様なコミュニケーション促進条例

事業区分

R２現在の状況

報酬 198手話言語・コミュニケーション施策推進会議委員報酬

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

　福知山市手話言語・障害のある人の多様なコミュニケーション施策推進会議において策定した施策推進計画をもとに、同会議において施策の進行
管理を行い、条例の基本理念に則った施策を推進していく。

対象者 市民 対象者数 77,122 単位あたりコスト 0.1

報償費 80障害についての理解啓発人材バンク講師謝礼、音訳謝礼

需用費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

374あいサポート運動に係る消耗品、研修会及び体験会に係る消耗品

備品購入費 304点字文書等作成用点字プリンター購入 

役務費・負担金補助及び交付金 139災害時情報伝達支援事業通信料、奉仕員養成講座受講補助金、同行援護従事者研修受講料補助金等

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

1,930 1,397 1,516

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 0 0 0

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 3,275 1,930 1,397 1,516

②　補正予算

0

0

②　配当予算 3,241 1,918 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 3,275

0

④　執行率 87.4% 57.1%

0

⑤　その他特財 3,275 1,930 1,397 1,516

①　流充用額 △ 34 △ 12 0

③　執行額 2,833 1,095 0

4,165 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

8,433 5,260 4,165

0.48 / 0.13 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.7/0 0.48 / 0.13

②　概算人件費 5,600 4,165

104 決算付属資料 22 頁

特財名称 きょうと地域連携交付金 種類 民生費府補助金 実績金額 194

特財名称 人権啓発活動委託金 種類 民生費国庫委託金 実績金額

決算付属資料 24 頁

特財名称 手話言語・情報コミュニケーション推進事業基金繰入 種類 基金繰入金 実績金額 779 決算付属資料 36 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

あいサポーター数 人 1576/500 170 / 500 / 500 500

/ /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

推進計画策定 策定/策定 策定 / 策定 / 策定 策定

単位あたりコスト

/人 / 35/40 35 / 35 35 35

単位あたりコスト 80.90 31.29

聴覚障害者災害ファックス登録者数

57 118 手話言語・情報コミュニケーション推進事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・今後も手話言語及び障害のある人の多様なコミュニケーショ促進条例の基本理念に則った施策を推進していく。
・施策推進計画の見直しを行い、課題やニーズに応じた取組を実施していく。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

あいサポート運動にかかる物品等については、ある程度まとめて購入することにより単価を
安価におさえている。
点字プリンターの購入により、視覚障害のある人への様々な場面での情報保障につながっ
ている。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

条例の理念に則った施策を推進するため、関係機関の代表者や市民公募委員からなる施
策推進会議や関係者団体へのヒアリングを行って策定した施策推進計画に沿って、取組を
すすめている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

手話言語への理解や多様なコミュニケーション手段の利用促進について、各関係機関の代
表者等により活発な意見をいただくことで、課題が明確になり、共通認識のもと推進計画を
策定することができたが、計画にない取組への要望も多く、計画を見直す必要がある。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

手話言語及び障害のある人の多様なコミュニケーション促進条例の基本理念に則り、手話言語への理解の普及や障害の特性に応じた多様なコミュ
ニケーション手段の利用促進など、条例の具現化に向けた取組を推進するために、施策推進計画に沿って様々な取組を行った（啓発用DVDを活用
した研修会の実施、市職員対応要領の作成及び研修会の実施、ヒアリングループの貸出及びその周知等）。
また、計画にない取組についても、必要に応じて柔軟に取り組むことができた（親子点字体験会の実施、親子手話教室実施に向けた実行委員会「手
話広めたい話し隊」の立ち上げ、「明智光秀」等の手話の考案及び周知等）。
施策推進計画の基本目標毎に成果指標を設定した。

これまでの課題及び
今後の方向性

令和元年度に始めた「あいサポート企業等」の取組について、企業認定の申請が思うように進まなかったため、検討する必要がある。
施策推進会議においては、施策推進計画の見直しに向けて建設的な議論を深め、条例の基本理念に則った施策を具体的に実施していく必要があ
る。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

58



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 療養介護医療費

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420387 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 126

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

療養介護医療費の負担を軽減することにより、障害のある人の健康保持と福祉の増進を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法

事業区分

R２現在の状況

役務費 8 診療報酬及び事務費

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

障害者総合支援法に基づく療養介護事業所においてかかる医療給付費。
医療の必要な障害のある人で常に介護が必要な人に、医療機関で機能訓練や療養上の管理、看護、介護等を行う。

対象者 療養介護医療費の支給決定を受けた人 対象者数 15 単位あたりコスト 881.3

扶助費 12,891療養介護医療費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

11,904 13,180 13,180

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 2,991 2,984 3,301

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 11,937 11,904 13,180 13,180

②　補正予算

0

0

②　配当予算 12,087 12,899 0

3,301

②　国支出金 5,964 5,947 6,586 6,586

3,293

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 2,982 2,973 3,293

小計（①～③） 11,937

0

④　執行率 99.9% 100.0%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 150 995 0

③　執行額 12,078 12,899 0

320 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

12,318 13,219 320

0.04 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.03/0 0.04 / 0.00

②　概算人件費 240 320

6,504 決算付属資料 16 頁

特財名称 療養介護医療費 種類 民生費府負担金 実績金額 3,222

特財名称 療養介護医療費 種類 民生費国庫負担金 実績金額

決算付属資料 22 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

制度利用者 人 13/13 13/13 14 / 13 / 13 13

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

制度利用者数（のべ） 人 153/156 155/156 168 / 156 / 156 156

単位あたりコスト 77.95 77.90 76.78

// / /

単位あたりコスト

59 119 療養介護医療費



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・今後も利用者の状況及び傾向等の把握に努めながら、国制度に則り、適正に事務を行う。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

一年ごとに前年度の所得に応じて負担割合の見直しを行っている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

療養介護サービスを利用する障害のある人の日常生活上のニーズを充足するために必要
な支援である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

サービスを提供する事業所や相談支援事業所と綿密に連携し、定期的に情報の共有と評価
を行っている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

・国制度であり、市の裁量の余地はない。

これまでの課題及び
今後の方向性

今後についても、利用実態の把握に努めながら、国制度に則り、適正に実施する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

60



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 障害者相談員事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420391 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 126

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成24年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

身体・知的・精神に障害のある人やその家族等からの生活上の相談等に応じ、相談者と同じ立場から必要な支援等を行うことで、障害のある人の福
祉の増進を図る。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 福知山市身体(知的・精神)障害者相談員設置要綱

事業区分

R２現在の状況

報償費 684障害者相談員への謝礼

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

身体・知的・精神障害者相談員を委嘱し、地域での相談活動を行うために必要な知識等の向上を図るとともに、身体・知的・精神に障害のある人や
その家族等からの生活上の相談等に応じる機会を提供する。

対象者 障害のある人・その家族等 対象者数 4,808 単位あたりコスト 0.3

旅費 1 研修会参加

役務費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

20ボランティア保険加入

使用料及び賃借料 5 福祉バス高速代

0 0 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

804 763 0

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 854 804 763

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 854 804 763 0

②　補正予算

0

0

②　配当予算 854 804 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

0

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 0 0 0

小計（①～③） 854

0

④　執行率 88.6% 88.4%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 0 0

③　執行額 757 710 0

640 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

1,237 1,350 640

0.08 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.06/0 0.08 / 0.00

②　概算人件費 480 640

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額

特財名称 種類 実績金額

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

相談受理件数 件 856/850 950/850 694 / 850 / 850 850

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

障害者相談員数 人 24/24 23/24 23 / 24 / 24 24

単位あたりコスト 33.50 32.90 30.89

// / /

単位あたりコスト

61 120 障害者相談員事業



☐ 事業の見直し

□ 統合/組換

☑ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・障害者相談員は、障害のある人（当事者）や家族等に委嘱しているが、相談内容や件数については、相談員個人
の活動内容に左右される面が強かった。障害者相談員は、障害のある人の立場に立ち、障害のある人の仲間とし
て支えることができる役割も求められていることから、今後は障害のある人の相談活動に加えて、地域住民との交
流を深める活動への支援も行う。
・障害者相談員個人への委嘱（報償費の支出あり）から障害者団体への活動費の支出に切り換え、本事業を廃止
し、地域生活支援事業（自発的活動支援事業）を新規事業として実施する。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

利用者の負担はなし。相談員には研修旅費と報償費を支払っているが、報償費の算定根拠
が不十分である。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害のある人やその支援者等で、不安を抱えている人が、同じ境遇の相談員に相談するこ
とにより生活の安定をはかることができ、ニーズを満たしている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

△

相談員に相談したいと思っている人の数を把握することができないため、分析が難しい。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

平成24年度より京都府からの権限委譲事業であり、障害のある人と同じ立場の人に相談することで気持ちを共有することができ、必要性の高い事
業である。

これまでの課題及び
今後の方向性

相談員の高齢化により相談活動が難しくなっており、また、後任の相談員が見つかりにくい。相談員の広報についてもプライバシー等の問題があり
難しいことから、個人に委嘱する現行制度では、事業継続が難しくなってきており、令和3年度以降を目途に、障害者団体の活動の一環として相談活
動を委託するよう継続して検討していく。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：
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款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 ☑ その他 （ ）

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 自立支援給付（障害福祉サービス等）事業

事業担当 所属 福祉保健部　障害者福祉課 所属長 山路　智子

事業コード420392 03 民生費 01 社会福祉費 02 社会福祉援護費

関連事業

計画期間 開始年度

会計 01 一般会計決算付属資料 126

施策体系 施策コード050401 施策名 障害のある人の生活を支援する

会計情報

平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

実施方法 自立支援給付費の給付

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な福祉サービスに係る給付を行う。

福知山市障害者計画、第５期障害福祉計画、第１期障害児福祉計画

根拠法令等 障害者総合支援法、児童福祉法

事業区分

R２現在の状況

需用費 152受給者証

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

障害者総合支援法に基づく介護給付等
　居宅介護、短期入所、共同生活援助、日中活動、施設入所　など
児童福祉法に基づく障害児給付等
　放課後等デイサービス、児童発達支援　など

対象者 障害福祉サービスの利用を希望する人 対象者数 1,050 単位あたりコスト 1,619.7

役務費 2,450審査手数料、郵送料

扶助費

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度） R2（本年度） R3（要求年度）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

1,689,809障害福祉サービス利用に係る給付費

△ 18,788 75,438 0 0

③　繰越予算 0 0 0 0

1,704,812 1,792,781 1,623,411

予
算
財
源
内
訳

①　一般財源 404,018 427,940 449,994

前年度繰越 0 0 0 0
次年度繰越 0 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 1,627,612 1,629,374 1,792,781 1,623,411

②　補正予算

0

0

②　配当予算 1,608,824 1,705,099 0

407,544

②　国支出金 803,204 851,248 895,191 810,578

405,289

④　地方債 0 0 0 0

③　府支出金 401,602 425,624 447,596

小計（①～③） 1,608,824

0

④　執行率 99.3% 99.3%

0

⑤　その他特財 0 0 0 0

①　流充用額 0 287 0

③　執行額 1,597,246 1,692,411 0

8,320 0

決
算
情
報

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

1,605,486 1,700,731 8,320

1.04 / 0.00 0.00 / 0.00概
算

人
工

①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

1.03/0 1.04 / 0.00

②　概算人件費 8,240 8,320

847,056 決算付属資料 16 頁

特財名称 介護給付費（福祉サービス） 種類 民生費府負担金 実績金額 422,349

特財名称 介護給付費（福祉サービス） 種類 民生費国庫負担金 実績金額

決算付属資料 22 頁

特財名称 障害福祉サービス利用者負担金返還金 種類 雑入 実績金額 11 決算付属資料 46 頁

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1

主な利用特財
（Ｎ－１年度実績値）

R2 最終目標

年度末時点の入所者数 人 99/104 94/99 98 / 98 / 98 98

/ / / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

障害福祉サービス受給者数 人 771/796 787/823 798 / 857 / 892 892

単位あたりコスト 2043.61 2029.50 2120.82

// / /

単位あたりコスト
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☐ 事業の見直し

☑ 統合/組換

☐ 廃止/休止

□ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

・今後も利用者の状況及び傾向等の把握に努めながら、国制度に則り、適正に事務を行う。
・児童福祉法に基づく障害児通所支援分は、自立支援給付（障害福祉サービス等）と根拠法が異なるため、令和3
年度より障害児通所給付費等事業へ組替える。

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

△

利用者のニーズに対し、支援者（事業所・自治体）の対応能力が追いついていない状況であ
る。業務フローの見直しおよび支援者間での共有が必要である。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

障害のある人にとって、自己実現のために障害福祉サービスの利用は必要である。しかし、
利用できるサービス量やサービスの内容については、実際のニーズに応えられていない部
分もある。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

日中支援系のサービスの増加から、一定数の障害のある人が地域の中で生活できている
現状が窺える。引き続き、ニーズに応じたサービスの提供を勧めていく。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

障害のある人が障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスを利用するため手続きを行うものであり、利用者が地域での生活を送るうえで必要不
可欠なものである。

これまでの課題及び
今後の方向性

障害福祉サービスの利用は国の示す施設入所者や入院患者の地域移行を進める上で重要な支援であり、引き続き実施する必要がある。
自立支援給付費は年々増加しているため、事業所からの請求内容の精査を行い、過大な支払とならぬよう適切な事務執行に努めなければならな
い。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：
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